
新たな法人制度の検討例

現行の独立行政法人制度

104の独立行政法人（H22.7.1現在）【別紙参照】

「独立行政法人通則法」

運営の基本その他の制度

の基本となる共通の事項を

定める。

「個別法」

各独立行政法人の名称、

目的、業務の範囲等に関す

る事項を定める。

○国立公文書館

○国際協力機構

○造幣局

○大学入試センター

○科学技術振興機構

○国立美術館

○国立病院機構

○経済産業研究所

○宇宙航空研究開発機構

○…

計 104 法人

各法人
ご と に
法 律 を
制定

国立研究開発機関（仮称）制度の創設

【検討中の案】国立研究開発

機関通則法（仮称）を制定

→各法人ごとに個別法を制定

国立文化施設等について

現行独立行政法人のうち国

立文化施設等４法人(Ｐ)を対象

として、仮に新たな法人制度へ

の移行を検討する場合

【考えられる検討案】

●国立文化施設等に関する法人制度（一括設置法）を

制定（通則制度と各法人設置根拠を併せ持つ法律）

●国立文化施設等に関する法人制度（通則法）を制定

→通則法の下に各法人ごとの個別法を制定

○国立美術館

○国立文化財機構

○日本芸術文化振興会

○国立科学博物館

計４法人(P)

≪参考≫国立大学法人

「国立大学法人法」

国立大学及び大学共同利用機関

を設置する国立大学法人等の組織

及び運営について定める。（独立行

政法人通則法を多数準用）

→各国立大学法人等が設置する大

学等を別表に記載

【個別法はないが、各法人を一括設置】

○北海道大学

○東北大学

○東京大学

○…

○人間文化研究機構

○…

計 86 大学,４大学共同

利用機関＝90 法人

参考資料２

●留意点●

・研究開発力強化法の研究開発法人等を対象として

新制度へ移行することがふさわしいものを検討。

・新制度移行に当たっては事務・事業の見直しや再編

統合により、政府として最適な研究開発体制を検討




